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兵庫県南部地震以後，耐震設計規定の改定に伴い，鉄筋の高密度化が進み，従来の標準フックを用いた鉄筋の定着

工法では施工が困難となっている．また，加工においても鉄筋の高強度化や太径化によって曲げ加工がしにくくなっ

ている．そこで，このような問題を解決するため，鉄筋端部に拡径部を成形し，それにより鉄筋の定着を行うことで

施工を容易にし，かつ標準フックと同等の性能を有する定着構造の鉄筋を提供する目的で「Ｔヘッドバー」を開発し

た．論文では，Ｔヘッドバーの概要や性能確認試験結果の概略説明を行うとともに，実施工での適用事例や，施工性

の改善効果を確認した結果（歩掛かり調査結果）を報告する． 
 

     キーワード : 鉄筋，施工性，定着 
      

 
 
１．Ｔヘッドバーの概要 

 
兵庫県南部地震以後，耐震設計規定の改定に伴

い，橋脚などの構造物のせん断補強筋および中間

帯鉄筋の量が増えたことによって鉄筋の高密度化

が進み，従来の標準フックを用いた鉄筋の定着工

法では施工が困難となっている．このような過密

配筋部における施工性を改善し,特に工期短縮に

直結する工法として「Ｔヘッドバー」を開発した． 

Ｔヘッドバーは，鉄筋端部を高周波誘導加熱し,

鉄筋端部を加工したものである（写真-1, 図-1， 

写真-2参照）．鉄筋端部の拡径部によって，機械

的にコンクリートに定着することにより,従来の

フック付き鉄筋（以下，フック鉄筋と呼ぶ）と同

等の性能を付与する鉄筋であり,フック鉄筋の代

わりに使用することを目的としている．フック鉄

筋とＴヘッドバーの組立て例を図-2に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 Ｔヘッドバーとフック鉄筋 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 Ｔヘッドバー加工装置概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2 高周波誘導加熱成形 

Ｔヘッドバー

フック鉄筋 
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図-2 組立て方法例（壁のせん断補強筋） 

 

 

２．性能確認試験の概略 

 

Ｔヘッドバーの性能を確認するために，性能確

認試験を行った．以下にその概要を示す． 

 

(1) Ｔヘッドバーの拡径部の性質 

熱成形により拡径部に有害な組織変化がないこと

を確認するため，拡径部近傍の組織観察とビッカー

ス硬さ試験を実施した．  

図-3に観察位置および試験位置を，写真-3に組織

観察結果の一例を，図-4にビッカース硬さ試験の結

果を示す． 

 

 

 

 

 

 

図-3 観察位置および試験位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3 組織観察 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 ビッカース硬さ試験結果 

 

試験の結果，Ａ～Ｂ部分では冷却速度（800℃→

500℃）が大きかったためにやや組織が変化している

が，鋼材として靭性,伸びが心配されるマルテンサイ

ト等の組織は認められなかった．また,低温引張試験

を行った結果1）,強度や靭性の低下は見られなかった

ため，これは有害な組織変化ではないと考えられる．

従って，熱成形により拡径部に有害な組織変化がな

いことが確認された． 

 

(2) 定着性能 

コンクリート中に埋めこまれたＴヘッドバーに引

抜き荷重が作用した場合，抜出し量がフック鉄筋と

同等であることを確認するため，引き抜き試験を実

施した．図-5に試験体形状を，図-6に試験結果（鉄

筋はD19[SD490]を使用）を示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 試験体形状 
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図-6 引き抜き試験結果 

 

図-6より，鉄筋降伏時におけるＴヘッドバー定着

部の抜出し量はフック鉄筋と比べて小さいことから，

Ｔヘッドバーに引抜き荷重が作用した場合の定着性

能は，半円形フック鉄筋と同等以上であることが確

認された．  

 

(3) せん断補強効果 

Ｔヘッドバーをせん断補強筋として用いた場合に,

フック鉄筋を用いた場合と同等のせん断補強性能が

あることを確認するため，梁部材におけるせん断試

験を実施した．図-7に試験体とひび割れ状況を，図

-8に試験結果を示す． 

図-8より，Ｔヘッドバーとフック鉄筋の供試体は

ほぼ同等の荷重－変位曲線を示すことから,両供試

体は同じ挙動をしていることがわかる．最大荷重値

（正負の平均値）は，半円形フックの方が３％程大

きいが，両供試体とも破壊時せん断応力は，二羽・

岡村式（土木学会コンクリート標準示方書の原式）

にトラス理論による分担せん断力を加えた計算値と

よく合っている2）．以上より，Ｔヘッドバーのせん

断補強効果はフック鉄筋と同等であることが確認さ

れた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 試験体とひび割れ状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 せん断試験結果 

 

(4) 軸方向鉄筋の拘束効果 

Ｔヘッドバーを中間帯鉄筋として用いた場合にフ

ック鉄筋を用いた場合と同等の軸方向鉄筋の拘束性

能があることを確認するため，柱部材における曲げ

試験を実施した．図-9に試験体形状を，図-10に試験

結果を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 試験体の形状と配筋 
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図-10 曲げ試験結果 

 

図-10より，Ｔヘッドバーとフック鉄筋の供試体は

ほぼ同等の荷重－変位曲線を示すことから,両供試

体は同じ挙動をしていることがわかる． 

以上より，Ｔヘッドバーの軸方向鉄筋の拘束効果

はフック鉄筋と同等であることが確認された． 

 

 

３．実施工での適用事例および実績 

 

(1) 適用事例 

実施工の適用事例として,ＬＮＧ地下タンクの側

壁せん断補強筋にＴヘッドバーを適用した例を写真

-4に示す．また,適用する際にフック鉄筋との比較を

行った．配筋比較を表-2および図-11に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-4 Ｔヘッドバー適用例 

表-2 配筋比較表 

配 筋 鉄筋量の比率

Ｔヘッドバー D41＠400   74 

フック鉄筋  D29＠200＊1   100 

*1:重ね継手長が断面内で収まる鉄筋径とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔヘッドバー      フック鉄筋 

図-11 配筋比較図 

 

表-2，図-11より，Ｔヘッドバーをせん断補強筋と

して用いることにより，鉄筋量はフック鉄筋を用い

る場合と比べて約26％削減され，配筋作業が容易に

なることから，工程が短縮された．また，隅角部で

配筋が高密度になる部分の過密配筋を緩和できたた

め，実施工においてはコンクリートの充填性が良く

なり，品質が向上した． 

 

(2) 実績 

Ｔヘッドバーの主な実績を表-3に示す．（写真-5

はハンドホールにおける配筋比較である．） 

表-3 主な実績 

構造物 用 途 

下水道用シールド立坑 側壁せん断補強筋 

駅舎 箱抜きアンカー筋 

ハンドホール スラブせん断補強筋 

送電線用鉄塔基礎 基礎せん断補強筋 

原子力発電所取水槽 底版せん断補強筋 

大型ケーソン 躯体のせん断補強筋 

ＬＮＧ地上,地下タンク 側壁,底版のせん断補強筋

トンネル２次覆工 せん断補強筋 

高層集合住宅 大梁主筋の定着 

 

 

 

 

 

 

写真-5 配筋比較（ハンドホール） 

表中の数値は降伏変位の倍数

表中の数値は降伏変位の倍数
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４．施工性の改善効果（労務歩掛り調査結果） 

 

Ｔヘッドバーを用いる工法を「Ｔヘッドバー工法」，

従来の標準フック鉄筋を用いる工法を「在来工法」

と呼ぶこととする． 

ここでは，Ｔヘッドバー工法および在来工法それ

ぞれの労務歩掛りを評価し，それらを比較すること

によって，Ｔヘッドバー工法による改善効果を調査

した． 

 

(1) 測定対象 

道路トンネルに供用されるボックスカルバート型

ケーソンの鉄筋工事を対象とした．ケーソン断面の

配筋図を図-12に，その平面および立面の見取りを図

-13に示す．工事はケーソン自体の壁（以下，側壁と

呼ぶ）と仮設の妻壁からなる．今回の調査では，図

-12に示した高さ方向の範囲(第６ロット）のみを対

象とした．側壁の鉄筋は主に主筋，配力筋，せん断

補強筋で構成されている．これらのうち,せん断補強

筋にフック鉄筋とＴヘッドバーを用い測定を行った． 

図-14にＴヘッドバーとフック鉄筋の形状と寸法

を，図-15に各工法の鉄筋配置を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-12 ケーソン断面配筋 

 

 

 

 

 

 

図-13 ケーソン見取り 

 

 

 

 

 

 

 

図-14 Ｔヘッドバーとフック鉄筋（D19） 

 

 

 

 

 

 

 

図-15 Ｔヘッドバーとフック鉄筋の鉄筋配筋 

 

(2) 局所労務歩掛りの評価 

鉄筋組立作業のみに対する労務量（局所労務量）

を表-4のＡ～Ｇの７地点で測定し，各点の労務歩

掛りを評価した．労務歩掛りは，測定から得られ

る労務量を同時間内に施工された鉄筋重量でわり

求めた．労務量は，作業人員と測定した作業時間

の積とした．表-4中のＤ，Ｅはせん断補強筋に対

応しており，それぞれＴヘッドバー工法，在来工

法の結果である． 

表-4 測定結果（局所労務歩掛り） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 評価対象全体の労務歩掛りの算定 

(2)では，鉄筋組立作業（これを主作業と呼ぶ）の

みを対象とした．一方，労務量や労務歩掛りは,通常，

作業全体(これを全作業と呼ぶ)に対する値として用

いられる．よって，(2)の結果は，全作業に対応する

値に変換する必要がある．このため，評価対象（第

６ロット）全体の全作業に対する労務歩掛りを次の

手順で算定した．①評価部位の分類，②部位iの鉄筋
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鉄筋重量(t）
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10.842.9

a)　A部位群（Tヘッドバー工法 ）

w i ｐ i
測定
部位

L i

t 人日/ｔ 人日
側 左 せん断補強筋 - 2.4 0.617 D 1.49
側 右 せん断補強筋 - 2.3 0.617 D 1.39
計 4.7 2.88

a)　A部位群（在来工法 ）

側 左 せん断補強筋 - 4.9 0.835 E 4.11
側 右 せん断補強筋 - 4.6 0.835 E 3.82
計 9.5 7.93

b)　B部位群

側 左 主筋 外 5.3 0.133 A 0.71
側 左 主筋 内 2.2 0.184 B 0.41
側 右 主筋 外 5.0 0.133 A 0.66
側 右 主筋 内 2.1 0.184 B 0.38
側 左 配力筋 外 1.0 0.685 C 0.71
側 左 配力筋 内 0.8 0.685 C 0.53
側 右 配力筋 外 1.2 0.685 C 0.80
側 右 配力筋 内 0.9 0.685 C 0.59
妻 始点 主筋 外 3.2 0.113 F 0.36
妻 始点 主筋 内 2.3 0.113 F 0.26
妻 終点 主筋 外 2.2 0.113 F 0.25
妻 終点 主筋 内 1.3 0.113 F 0.14
妻 始点 配力筋 外 2.4 0.685 C 1.64
妻 始点 配力筋 内 0.9 0.685 C 0.59
妻 終点 配力筋 外 2.4 0.685 C 1.64
妻 終点 配力筋 内 0.9 0.685 C 0.59
妻 始点 せん断補強筋 - 1.8 0.329 G 0.60
妻 終点 せん断補強筋 - 1.9 0.329 G 0.64
計 37.5 11.49

壁
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壁
位
置

鉄筋種類
鉄筋
位置

重量wiおよび各工法に対する評価対象全体の鉄筋重

量WC，WTの算定，③部位iに対する労務量Liならびに

各工法の主作業に対する全体労務量LC
p，LT

pの算定，

④Ｔヘッドバー工法による全作業の労務量LT
aの算定，

⑤Ｔヘッドバー工法についての全作業に対する主作

業の比率r（=LT
p／LT

a）の算定，⑥在来工法による全

作業量の労務量LC
a(=LC

p/r)の推定．変数右下のCとT
はそれぞれ在来工法，Ｔヘッドバー工法を，右上のp
およびaはそれぞれ主作業，全作業を示す． 
 上記①～③の結果を表-5に示す。評価部位は20箇

所である．WT=4.7+37.5=42.2t，WC=9.5+37.5=47.0t，

LT
p=2.88+11.49=14.37人日， LC

p=7.93+11.49=19.42

人日が，表より算定される．表中，piは表-4のA～G

に対応する部位の局所歩掛りである．第６ロットの

実働工数は作業日報から④LT
a=53.7人日であった．こ

れより，⑤r=0.268となり，⑥LC
a=72.5人日となる． 

両工法の労務歩掛りPT
aおよびPC

aは，PT
a= LT

a/WT 

=1.27人日/t，PC
a= LC

a/WC =1.54人日/tとなる． 

図-16，図-17に鉄筋重量，労務量の比較を示す． 

側壁のせん断補強筋をフック鉄筋とした場合，

L=72.5人日，P=1.54人日/ｔとなった．一方，せん断
補強筋をＴヘッドバーとした場合は，L=53.7人日，
P=1.27人日/ｔと，在来工法に対してＬの比率は74％
となった． 

表-5 算定された労務量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-16 評価対象全体の鉄筋重量 

 

 

 

 

 

 

 

図-17 評価対象全体の労務量 

 

 Ａ部位群：ﾌｯｸ鉄筋がTﾍｯﾄﾞﾊﾞｰに置換される部位 

  Ｂ部位群：Ａ部位群以外の部位 

 

以上より，Ｔヘッドバーを用いることによる施工

性の改善が確認できた． 

 

 

５．まとめ 

 

これまでの施工事例により，Ｔヘッドバーを用い

ることで，施工の容易化による工期の短縮，材料減

少によるコストダウン，過密配筋部の緩和による品

質の向上が可能となることが確認された． 
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